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居 宅 介 護 支 援 サ ー ビ ス 利 用 契 約 書 ・ 別 紙 

･･･････････････････【重要事項説明書】･･･････････････････ 

 

 

当事業所は、介護保険法により指定を受け、指定居宅介護支援サービスを提供しています。 

(青森県指定：第０２７２５００１８２号) 

 

本書では、事業所の概要やサービスの内容等、契約上ご注意いただくことを説明いたします。  

 

当サービスのご利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された

方が対象となります。 

なお、要介護認定をまだ受けていない方でもサービスのご利用は可能です。 
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１．  事業者 
（１）法 人 名  社会福祉法人 野辺地町社会福祉協議会 

（２）所 在 地  青森県上北郡野辺地町字前田 5 番地 2 

（３）電 話 番 号  ０１７５－６４－０４０１ 

（４）代表者氏名  会長   上原子 秀 志    

（５）設 立 年 月  昭和４７年７月 

 

２．  事業所の概要 

（１）事業の種類  指定居宅介護支援事業（青森県指定第 0272500182 号） 

（２）目 的   指定居宅介護支援は、介護保険法令に従い、ご利用者（利用者）が 

居宅において、その有する能力に応じ、可能な限り自立した日常生

活を営むことができるように支援することを目的として、サービス

を提供します。 

（３）名 称  のへじ社協居宅介護支援事業所 

（４）所 在 地  青森県上北郡野辺地町字前田 5 番地 2 

（５）電 話 番 号  ０１７５－６４－４４００ 

（６）管理者氏名  二木 寛雄 

（７）運 営 方 針  ア．事業の実施に当たっては、利用者の心身の状況、その置かれ 

           ている環境等に応じて、利用者等の選択に基づき、適切な保健・ 

           医療・介護サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総 

           合的かつ効果的に提供されるように配慮する。 

            又、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場にたっ 

て、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特 

定のサービス事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に 

行う。 

          イ．事業運営がスムーズに行われるよう、野辺地町及び他の指定居

宅介護支援事業者や介護保険施設等、又福祉サービス関係機関等

との連携に努めるとともに、介護認定に係る訪問調査等にも協力

する。また、障害福祉サービスを利用してきた障害者が介護保険

サービスを利用する場合等にケアマネジャーと障害福祉制度の相

談支援専門員との密接な連携を促進するため、指定居宅介護支援

事業者が特定相談支援事業者との連携に努める。 

          ウ．サービスの提供に当たっては、利用者及びその家族等への対応

は迅速かつ懇切丁寧に行うことを旨とし、居宅サービス計画の内

容等については理解しやすいように十分説明を行う。又、利用者

の心身の状況や置かれている環境等について、利用者及びその家

族等に対して適切な相談及び助言を行うとともに、関係行政機関

等との連絡調整も行う。 

          エ．指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ利用者に対

し、複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求められた

場合や居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等

の選定理由の説明を求められた場合は情報提供を行う。 
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（８）開設年月日  平成１２年４月１日 

（９）実 施 地 域  野辺地町内 

（10）営業時間等  

 

 

 

 

 

 

※営業時間以外においても、各担当の携帯電話により、２４時間相談可能な体制をとっ

ています。 

（11）その他、当法人が実施する介護保険事業 

  ア．指定訪問介護事業 

  イ．介護予防・日常生活支援総合事業における指定第１号訪問介護事業 

（訪問型サービス） 

 

３．職員の体制 
  当事業所では、利用者に対して指定居宅介護支援サービスを提供する職員として、以

下の職種の職員を配置しています。 

 

<主な職員の配置状況>  

職 名 資 格 
常勤･非常勤 

(専従･兼務) 
業務内容 

１．管理者 
主任 

介護支援専門員 

常勤 

(専従１名)  

介護従業者及び業務の管理、ケ

アプラン作成、各種連絡調整等

介護保険サービスや他の保健・

医療サービスを提供する者との

連絡調整、 

他の介護支援専門員に対する指

導・助言、ケアプラン作成等  

２．介護 

支援専門員 
介護支援専門員 

常勤 

(専従２名) 

ケアプラン作成、 

各種連絡調整等 

３．事務職員 
 常勤 

(兼務１名) 
必要な事務を行う 

 

４．サービスの内容と利用料金 
（１）サービスの内容 

  当事業所では、「要介護」の介護認定を受けた方の居宅サービス計画（ケアプラン）を

作成します。利用者のご家庭を訪問し、利用者の心身の状況、置かれている環境等を把握

した上で、居宅サービス及びその他の必要な保健医療サービス、福祉サービス（以下「指

定居宅サービス等」という。）が、総合的かつ効率的に提供されるように配慮して、居宅サ

ービス計画を作成します。その後、少なくとも月１回はご利用者の居宅を訪問し、ご利用

者と面談の上サービスの利用状況、目標に向けた進行状況、生活上の変化などを確認させ

ていただき記録します。また、ご利用者の状態が安定しているなど、一定の要件を満たし

た上で、ご利用者の同意およびサービス担当者会議で主治医、担当者その他の関係者の合

意が図られた場合、テレビ電話装置等を活用したモニタリングを行うことができます。  

営業・受付日 

月曜日から金曜日まで 

なお、祝祭日及び１月１日から３日まで、 

１２月２９日から３１日までを除く 

サービス提供 

受付時間帯 
午前８時３０分から午後４時３０分まで 
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その際は、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは収集できない情報について、

他のサービス事業者との連携により情報を収集します。なお、少なくとも２月に１回は利

用者の居宅を訪問します。 

☆ サービスご利用の申込みは、まずはお電話等でご連絡いただければ、当会職員がお

伺いいたします。契約を締結した後、サービスの提供を開始します。 

 

 

（２）利用料金 

  要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので自己負担はあり

ません。 

☆ 保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業者に支払われない場合、1 月につき

要介護度に応じて以下の金額をいただき、当会から「サービス提供証明書」を交付し

ます。 

サービス提供証明書を後日野辺地町の窓口に提出しますと、全額払戻しを受けられま

す。 

 

基本報酬 要介護１・２ 要介護３・４・５ 

居宅介護支援費Ⅰ（ⅰ） 

(取扱件数 45 件未満) 
10,860 円 14,110 円 

居宅介護支援費Ⅰ（ⅱ） 

(取扱件数 45 件以上 60 件未満) 
5,440 円 7,040 円 

居宅介護支援費Ⅰ（ⅲ） 

(取扱件数 60 件以上) 
3,260 円 4,220 円 

☆  事業所が１月当たりの実利用者数が２０人以下の小規模事業所である場合には、次

の割合で利用料金に割増料金が加算されます。 

・ 中山間地域等における小規模事業所加算：１０％ 

☆  事業所が通常の事業実施地域を越えて、法律に定める中山間地域等（豪雪地帯等）に

お住まいの利用者にサービスを提供した場合には、次の割合で利用料金に割増料金

が加算されます。 

・  中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算：５％ 

☆ 事業所が次の要件を満たす場合には、居宅介護支援の利用料金に以下のいずれかの

料金が加算されます。 
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特定事業所加算 （Ⅰ） 

①常勤かつ専従の主任介護支援専門員を２名以

上配置していること※利用者に対する指定居

宅介護支援の提供に支障がない場合は、当該指

定居宅介護支援事業所の他の職務と兼務をし、

又は同一敷地内にある他の事業所の職務と兼

務をしても差し支えない。 

②常勤かつ専従の介護支援専門員を３名以上配

置していること※利用者に対する指定居宅介

護支援の提供に支障がない場合は、当該指定居

宅介護支援事業所の他の職務と兼務をし、又は

同一敷地内にある指定介護予防支援事業所の

職務と兼務をしても差し支えない。  

③利用者に関する情報又はサービスの提供に当

たっての留意事項に係る伝達等を目的とした

会議を定期的に開催すること 

④２４時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じ

て利用者等の相談に対応する体制を確保して

いること 

⑤算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介

護３～５である者の割合が４０％以上である

こと 

⑥介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施し

ていること 

⑦地域包括支援センターから支援が困難な事例

を紹介された場合においても、当該支援が困難

な事例に係る者に指定居宅介護支援を提供し

ていること 

⑧地域包括支援センター等が実施する事例検討

会等に参加していること 

⑨居宅介護支援費に係る運営基準減算又は特定

事業所集中減算の適用を受けていないこと  

⑩介護支援専門員１人当たりの利用者の平均件

数が４５件未満であること（居宅介護支援費

（Ⅱ）を算定している場合は５０名未満）であ

ること 

⑪介護支援専門員実務研修における科目「ケアマ

ネジメントの基礎技術に関する実習」等に協力

又は協力体制を確保していること  

⑫他法人が運営する居宅介護支援事業者と共同

の事例検討会・研究会等を実施すること  

⑬必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支

援のサービス（インフォーマルサービス含む）

が包括的に提供されるような居宅サービス計

画を作成していること 

⑭家族に対する介護等を日常的に行っている児

童や、障害者、生活困窮者、難病患者等、高齢

者以外の対象者への支援に関する知識等に関

する事例検討会、研修等に参加していること  

5,190 円 
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特定事業所加算 

（Ⅱ） 

①  特定事業所加算（Ⅰ）の算定要件②③④⑥⑦⑨

⑩⑪⑫⑬⑭に適合すること 

②常勤かつ専従の主任介護支援専門員を１名以

上配置していること 

4,210 円 

（Ⅲ） 

①  特定事業所加算（Ⅰ）の算定要件③④⑥⑦⑨⑩

⑪⑫⑬⑭に適合すること 

②特定事業所加算（Ⅱ）の基準に適合すること 

③常勤かつ専従の介護支援専門員を２名以上配

置していること 

3,230 円 

（Ａ） 

①特定事業所加算（Ⅰ）の算定要件②③④⑥⑦⑨

⑩⑪⑫⑬⑭に適合すること 

②常勤かつ専従の主任介護支援専門員を１名以

上配置していること 

③常勤かつ非常勤（兼務可）の介護支援専門員を

１名以上配置していること 

1,140 円 

特定事業

所医療介

護連携加

算 

①  特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)のいずれかを取得

し、退院･退所加算の算定に医療機関等と連

携を年間３５回以上行い、ターミナルケアマ

ネジメント加算を年間１５回以上算定するこ

と 

1,250 円 

初回加算 

新規（要支援者が要介護認定を受けた場合を含む）に居宅サ

ービス計画を作成した場合、又は要介護状態区分が２区分以

上変更された利用者の居宅サービス計画を作成した場合  

 3,000 円 

通 院 時 情 報 連 携

加算 

利用者が医師又は歯科医師の診察を受ける際に同席し、医師

又は歯科医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な

情報提供を行い、医師又は歯科医師等から利用者に関する必

要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画（ケアプラン）

に記録した場合。１月に１回の算定を限度とする  

  500 円 

入 院 時 情 報 連 携

加算 

（ 月 １ 回 を 限 度

とする） 

（Ⅰ） 
利用者が入院した日のうちに医療機関の職員に

対して必要な情報を提供した場合  
 2,500 円 

（Ⅱ） 

利用者が入院した日の翌日又は翌々日以内に医

療機関の職員に対して必要な情報を提供した場

合 

 2,000 円 

退院・退所加算 

医療機関や施設へ入院・入所していた利用者の退院・退所に当たり、当該

機関の職員と面談し、利用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居

宅サービス計画を作成し、居宅サービス等の利用に関する調整を行った場

合。退院・退所後に福祉用具の貸与が見込まれる場合は、必要に応じ、福

祉用具専門相談員や居宅サービス提供する作業療法士等が参加するもの 

※入院又は入所期間中につき１回を限度として所定単位数を加算します。  

 カンファレンス参加なし カンファレンス参加あり 

1 回目 
退院･退所加算(Ⅰ)イ 

4,500 円 

退院･退所加算(Ⅰ)ロ 

6,000 円 

2 回目 
退院･退所加算(Ⅱ)イ 

6,000 円 

退院･退所加算(Ⅱ)ロ 

7,500 円 

3 回目  
退院･退所加算(Ⅲ) 

9,000 円 
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☆次の要件に該当する場合には、居宅介護支援の利用料金から以下の（割合で）料金が  

 割り引かれます。 

運営基準減算 

居宅サービス計画の新規作成又は変更時に利用者の居宅

を訪問していない場合、必要時に特段の事情なくサービ

ス担当者会議の開催等を行っていない場合、計画原案に

つき文書により利用者等の同意を得ていない場合又は当

該計画を利用者等に交付していない場合、特段の事情な

く月に１回利用者の居宅にてモニタリングを行っていな

い場合又はその結果を記録していない場合、契約時に複

数の事業所の紹介を求めることが可能であることの説明

をしていない場合、居宅サービス事業所をケアプランに

位置付けた理由を求めることが可能であることの説明を

行わなかった場合 

利用料金の

50％ 

上記の状態が２月以上継続している場合 

利用料金の

100％ 

(利用料金なし) 

特定事業所集中

減算 

正当な理由なく、特定法人の割合が８０％以上を占める

場合に減算する。 

＜対象となるサービス＞ 

訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与 

2,000 円 

高齢者虐待防止

措置未実施減算 

厚生労働大臣が定める高齢者虐待防止のための基準を満

たさない場合 

利用料金の 

1％ 

(利用料金なし ) 

業務継続計画未

策定減算 

業務継続計画を策定していない場合  

（令和７年４月以降） 

利用料金の 

1％ 

(利用料金なし ) 

 

緊 急 時 等 居 宅 カ

ン フ ァ レ ン ス 加

算 

病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の職員と

共に利用者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要に

応じて居宅サービス等の利用調整を行った場合 

※1 月に 2 回を限度として所定単位数を加算します。  

 2,000 円 

タ ー ミ ナ ル ケ ア

マネジメント 

加算 

①  終末期の医療やケアの方針に関する利用者又は、その家

族の意向を把握した上で在宅において死亡した利用者

(在宅訪問後、２４時間以内に在宅以外で死亡した場合を

含む)が対象 

②２４時間連絡が取れる体制を確保し、必要に応じて指定居

宅介護支援を行うことができる体制を整備すること  

③利用者またはその家族の同意を得た上で、死亡日及び死亡

日前１４日以内に２日以上在宅を訪問し、主治医等の助言を

得つつ、利用者の状態やサービス変更の必要性等の把握、利

用者への支援を実施すること  

④訪問により把握した利用者の心身の状況等の情報を記録

し、主治医等及びケアプランに位置付けた居宅サービス事業

者へ提供すること 

 4,000 円 
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（３）その他 

 ①野辺地町への要介護認定申請の代行を行います。 

  この場合の利用料金は、無料です。 

 ②サービス提供記録等の複写物を交付いたします。 

  この場合の料金は、実費（１枚１５円程度）を、事務局窓口で納入していただきます。  

 

 

５．サービス実施の記録 
（１）サービス実施記録の確認 

  当事業所では、サービス提供毎に、実施日時及び実施したサービス内容等を記録し、

利用者にその内容のご確認をいただきます。内容に間違いやご意見があれば、いつでも

お申し出下さい。なお、「居宅サービス計画」及びその他の記録は、サービス提供日より

２年間保存します。 

（２）利用者の記録や情報の管理、開示について 

 当事業所では、関係法令及び「社会福祉法人野辺地町社会福祉協議会個人情報保護規

程」に基づいて、利用者の記録や情報を適切に管理し、利用者の求めに応じてその内容

を開示します。（開示に際して必要な複写料等の諸費用は、利用者の負担となります。） 

 

 

６．苦情の受付 

（１）当事業所の苦情受付窓口 

  当事業所に対する苦情やご相談は、以下の専門窓口で受け付けます。  

◎  苦情受付窓口（担当者） 二木 寛雄 

   ［電 話］０１７５－６４－４４００ 

   ［ＦＡＸ］０１７５－６４－４４４２ 

◎ 受付日時  月曜日から金曜日 

         祝祭日及び１月１日から３日まで、 

         １２月２９日から３１日までを除く 

午前９時から午後４時まで 

（２）苦情処理体制<苦情処理フロー> 

 

 

 

 
利用者 

 

事業所職員 

                 

 

苦情担当者 

 

事業所・管理者等での検討 

 

利用者 
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（３）第三者委員（※別紙参照） 

 当事業所では、地域にお住まいの方を第三者委員に選任し、地域住民の立場から当事

業所のサービスに対するご意見等をいただいています。利用者は、当事業所への苦情

やご意見を「第三者委員」に相談することもできます。 

☆  当事業所の第三者委員は、別紙に示すとおりです。 

（４）行政機関その他苦情受付機関 

  当事業所以外に、住所地の市町村及び青森県国民健康保険団体連合会の相談・苦情窓

口等に苦情を伝えることができます。 

 

野辺地町（介護・福祉課） 
 青森県上北郡野辺地町字野辺地１２３番地１ 

 ０１７５－６４－２１１１ 

青森県国民健康保険団体連合会 
 青森県青森市新町２丁目４番１号 

 ０１７－７２３－１３３６ 

青森県運営適正化委員会 
 青森県青森市中央三丁目２０番地３０ 

 ０１７－７３１－３０３９ 

 

 

７．緊急時の対応 
  サービスの提供中に容体の変化等があった場合は、事前の打合せにより、主治医、救

急隊、その家族等へ連絡をいたします。 

主治医 
医療機関名  診療科名  

住  所  電話番号  

家 族 
氏 名  続 柄  

住  所  電話番号  

 

 

８．主治の医師及び医療機関等との連絡  

 ご利用者の主治の医師及び関係医療機関との間において、ご利用者の疾患に関する情報

について必要に応じ連絡をとらせていただきます。そのことで、ご利用者の疾患を踏まえ

た支援を円滑に行うことを目的とします。この目的を果たすために以下の対応をお願いし

ます。  

①  ご利用者の不測の入院時に備え、担当の居宅介護支援事業所が医療機関に伝わるよ

う、入院時に持参する医療保険証またはお薬手帳等に、当事業所名及び担当の介護

支援専門員がわかるよう、名刺を張り付ける等の対応をお願いいたします。  

②  また、入院時には、ご利用者またはご家族から、当事業所名及び担当介護支援専門

員の名称を伝えていただきますようお願いいたします。  
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９．事故発生時の対応（※別紙参照） 

  サービスの提供中に事故が発生した場合は、利用者に対し応急処置、医療機関への搬

送等の措置を講じ、速やかに利用者の住所地の市町村、その家族、居宅介護支援事業者

等に連絡を行います。 

  また、事故の状況及び事故に際して採った措置について記録するとともに、その原因

を解明し、再発生を防ぐための対策を講じます。 

  なお、当事業所の介護サービスにより、利用者に対して賠償すべき事故が発生した場

合には、速やかに損害賠償いたします。 

☆  当事業所が加入する損害賠償保険の概要は、別紙に示すとおりです。 

 

 

１０．秘密の保持 

（１）事業者及びその従業者は、業務上知り得た利用者及びその家族等の秘密を正当な理

由なく第三者に漏洩しません。 

（２）  当事業所の従業者であった者は、業務上知り得た利用者及びその家族等の秘密を正    

当な理由なく第三者に漏洩しません。 

（３）  事業者は、利用者の医療上緊急の必要がある場合又は市町村や地域包括支援センタ

ー並びに他の居宅介護支援事業者等との連携を図る等正当な理由がある場合には、あ

らかじめ文書による同意を得た上で、必要な範囲内で利用者又はその家族等の個人情

報を用いることができるものとします。 

 

 

１１．虐待の防止について 

  当事業所は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要

な措置を講じます。 

（１）虐待防止に関する担当者を選定しています。 

（２）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業

者に周知徹底を図っています。 

（３）虐待防止のための指針の整備をしています。 

（４）従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。  

（５）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・

同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを

市町村に通報します。 

 

 

１２．業務継続計画の策定 

事業所は、感染症や自然災害の発生時において、ご利用者に対する指定居宅介護支援事

業の提供を継続的に実施するため及び非常時の体制での早期の業務再開を図るための計画

を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。  

（１）介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施します。  

（２）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行いま

す。  
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１３．感染症の予防及びまん延の防止のための措置 
事業所は、感染症が発生した際の予防、またはまん延防止のために、次の各号に掲げる

措置を講じます。 

（１）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会をおお

むね 6 月に 1 回以上開催します。その結果を、介護支援専門員に周知徹底します。  

（２）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。  

（３）介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期

的に実施します。 

 

 

１４．身体拘束適正化の推進 

事業所は、身体拘束に対し、次の各号に掲げる措置を講じます。 

（１）  身体拘束を行う場合には、その態様および時間、利用者の心身の状況並びに緊急  

でやむを得ない理由を記録として残します。 

（２）  身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を、３月に１回以上開催し、 

介護支援専門員に周知徹底を図ります。 

（３）  身体的拘束等の適正化のための指針を整備します。 

（４）  介護支援専門員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 
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   年   月   日 

 

 

 指定居宅介護支援サービスの提供開始に際し、契約書及び本書面に基づき重要事項の説

明を行いました。 

 

のへじ社協居宅介護支援事業所 

 

［職 名］ 介護支援専門員       ［氏 名］              ㊞ 

 

 

 

私は、契約書及び本書面に基づき、事業者から重要事項の説明を受け、指定居宅介護支

援サービスの提供開始に同意しました。 

 

 

［利用者］ 

住 所：野辺地町字               氏 名：            ㊞ 

 

［上記代理人：代理人を選任した場合］ 

住 所：                    氏 名：            ㊞ 

 

［立会人］ 

住 所：                    氏 名：            ㊞ 

 

 

（法）「立会人」欄には、本人とともに契約内容を確認し、緊急時等に利用者の立場にたっ

て事業者との連絡調整等を行える方がいる場合に記載して下さい。  

   なお、立会人は、契約上の法的な義務等を負うものではありません。  

 

 

＊この重要事項説明書は、厚生労働省令第３８号（平成１１年３月３１日） 

第４条の規定に基づき、利用者又はその家族への重要事項説明のために 

作成したものです。 

 


